
令和４年度 埼玉県地域両立支援推進チーム会議 議事次第 

 

日時：令和４年 11 月 25 日 14：00～16：00 

場所：埼玉労働局雇用保険説明会場 

（ オ ン ラ イ ン 併 用 ） 

 

１ 埼玉労働局長挨拶 

 

２ チーム構成員紹介 

 

３ 議事 

（１）これまでの埼玉県地域両立支援推進チームの取組について 

（２）埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画（案）について 

（３）その他 

 

＜資料＞ 

資料１ これまでの埼玉県地域両立支援推進チームの取組と埼玉県地域両立支

援推進チームの取組に関する計画（案）について 

資料２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画（案） 

資料３ 主な論点 

参考資料１ これまでの埼玉県地域両立支援推進チームの取組（詳細） 

参考資料２ 埼玉県地域両立支援推進チーム規約 

参考資料３ 健康経営埼玉推進協議会 
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2021年4月1日

事務局 埼玉労働局健康安全課

令和４年度「埼玉県地域両立支援推進チーム」会議

令和４年11月25日（金曜日）14：00 ～ 16：00

資料 1
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１ これまでの埼玉県地域両立支援推進チー

ムの取組について

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に

関する計画（案）について
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１ これまでの取組（推進チーム）※詳細は参考資料１

取組 実績（平成29年～令和３年）

（１）会議  推進チーム会議を開催し、推進チームの取組の共有、構成員の
連携を図った。

（２）セミナー  計２回・計220人が出席するセミナーを開催し、事業者の両立
支援の取組の推進を図った。

（３）リーフレット  労働者（患者）向けに、各構成員が実施する各種支援施策をと
りまとめた「治療と仕事の両立支援のための相談窓口」のリー
フレット約５万部を作成・配布

 企業向けに「事業場における治療と職業生活の両立支援のため
のガイドライン」の紹介、病気休暇制度及び失効年次有給休暇
積立制度の紹介を行うリーフレット約３万部を作成・配布

（４）ポスター  労働者（患者）向けリーフレットと同内容のポスターを約４千
部作成し、企業・医療機関に掲示

（５）好事例  推進チームにおいて、好事例の収集を図り、県内の３法人（生
活協同組合コープみらい、パイン（株）、狭山ケーブルテレビ
（株））の好事例が「治療と仕事の両立支援ナビ」ポータルサ
イトに掲載された。
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１ これまでの取組（医療機関・外部支援機関）

機関名 実施事項

（公社）埼玉県医療社会事業協会  治療と仕事の両立支援について、医療機関のソーシャルワー
カーに対する研修を実施

（地独）埼玉県立がんセンター  がん相談支援センターにおいて、主に患者とその家族を対象
に看護師、ソーシャルワーカーによる相談対応

（一社）埼玉県医師会  埼玉県内の医療機関に推進チームの取組を周知

（一社）日本産業カウンセラー協会  産業カウンセラーによる有料の相談支援

埼玉県若年性認知症サポートセン
ター

 埼玉県若年性認知症支援コーディネーターが、職場との調整
や再就職の助言など、本人や家族からの相談（社会保障・医
療・サービス受給・就労支援等）に対応

埼玉県社会保険労務士会  総合労働相談所において社会保険労務士による無料の相談対
応を実施

 事業主向けの治療と仕事の両立支援セミナー、社労士会員向
けの研修会の開催

埼玉県産業保健総合支援センター  両立支援促進員による事業場への個別訪問支援、事業者啓発
セミナー、事業者と患者（労働者）の間の両立に関する個別
調整支援、電話、メール、面談による相談対応

 両立支援コーディネーター研修の実施

NPO法人日本キャリア開発協会  キャリアカウンセラーによる両立支援キャリアカウンセリン
グ（30分無料相談）6
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１ これまでの取組（行政機関）

機関名 実施事項

埼玉県
保健医療部
疾病対策課

 埼玉さんぽと連携し看護師、医療ソーシャルワーカー、両立支援促進員
による「がんワンストップ相談」での相談対応（相談方法は電話又はオ
ンライン（Zoom））

 従業員ががんになった時にそなえておくべき基礎知識等をまとめた事業
者向けの「がん治療と仕事の両立支援のポイント」の作成・周知

埼玉県
産業労働部
多様な働き方推進課

 仕事と生活（介護・子育て・病気治療）の両立支援相談窓口での相談対
応

 子育て・介護・病気治療と仕事の両立支援アドバイザーを事業所に派遣

埼玉県
福祉部
地域包括ケア課

 埼玉県・さいたま市若年性認知症サポートセンターの事業紹介
 若年性認知症の方に就労支援に関する各種支援メニューを紹介

埼玉労働局  「治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に基づく就業環境の整
備（休暇制度、勤務制度など）を推進するため、事業者に対する周知を
実施

 総合労働相談コーナーにおいて、事業者・労働者からの電話相談に対応
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２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について

現状と課題

47.1%

17.1%
2.6%

33.1%

配慮を希望し、配慮の適応があった

配慮を希望したが、特段の配慮の適応はなかった

特段の配慮希望はないが、配慮の適応があった

特段の配慮希望も適応もなかった

【何らかの疾患で通院している労働者の割合】 【職場における疾病を抱える労働者の
治療期間中の配慮希望と適応】

出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構 2018年報告

「病気の治療と仕事の両立に関する実態調査（WEB患者調査）」

28.9%
32.0% 32.8% 34.0%

36.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H19 H22 H25 H28 H31

配慮が必要な労働者への
支援が十分でない場合がある

出典：厚生労働省「国民生活基礎調査」
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２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について

現状と課題

出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構 2018年報告 「病気の治療と仕事の両立に関する実態調査（WEB患者調査）」

35%

34%

26%

24%

24%

24%

22%

20%

9%

8%

1%

36%

0% 10% 20% 30% 40%

通院治療のための休暇取得

入院・治療等に対応した長期の休職・休暇

疾患治療についての職場の理解

残業・休日労働をなくすこと

仕事内容の柔軟な変更

所定内労働時間の短縮

業務量の削減

職場内での柔軟な配置転換

役職を解く

就業形態の柔軟な変更

その他

特段の配慮希望はない

百

治療を続けながら働くための制度や
社内の理解が不十分
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１ これまでの取組、現状及び課題

埼玉県地域両立支援推進チーム（以下（推進チーム）という。）は、平成
29年９月19日に発足して以来、周知啓発用リーフレット及びポスターの作
成・配布、セミナーの開催等の取組を行ってきたところである。
しかしながら、最近の各種調査結果から、治療と仕事の両立支援（以下

「両立支援」という）の状況を見ると、病気休暇制度のある企業（常用雇
用者30人以上民営企業）の割合がわずかな増加にとどまっている。また、
がんの治療や検査のために通院する必要がある場合、働き続けられる環境
だと思う人の割合が37.1％（令和元年）と依然として半数にも満たない状
況である（内閣府「がん対策・たばこ対策に関する世論調査」）。
このように、両立支援の状況は未だ十分でなく、推進チームとしてなお一

層積極的に両立支援の周知啓発に取り組む必要があることから、推進チー
ムの取組について計画を定め、構成員の連携の下、具体的な取組を推進す
ることとする。

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について
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２ 計画期間
推進チームの計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５か年とする。

３ 目標
（１）県内に広く両立支援の機運の醸成を図る。
（２）両立支援を必要とする労働者の働きやすい環境整備を推進するため、

「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（以下
「両立ガイドライン」という。）の取組について、県内企業への浸透を
図る。

（３）医療機関において両立支援に係る相談があった場合に各相談支援機関と
の連携が円滑にできるよう、連携スキームを確立し、運用を図る。

４ 具体的な取組事項
下記（１）ないし（４）の取組を（５）の実施体制を構築し、別紙工程表に

沿って取り組む。

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について
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（１）各種支援施策の周知媒体の作成・連携体制の構築
各種支援を受ける労働者（患者）及び事業者の利便性向上を図るため、次の取組を行う。

①推進チームの各構成員が実施する各種支援施策をとりまとめた「治療と仕事の両立支援のための
相談窓口」のリーフレット・ポスターを随時更新する。

②推進チームの取組の発信力を強化するため、情報の一元化を図り、埼玉産業保健総合支援セン
ターのホームページ内に両立支援推進チームの特設ページを作成する。構成員は同特設ページの
リンクを設定する。

③相談を受けた構成員が相談内容を踏まえて、他の支援機関に適切につなぐことができるよう相談
窓口の担当者連絡先一覧を整備するなど、相談者の利便性向上につながる支援機関の連携策を検
討し、支援機関の連携を強化する。

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

（１）各種支援施策
の周知媒体の作成・
連携体制の構築
【体制】
・各種支援施策を行
う構成員

①随時更新

②特設ページ作成等 ②随時更新

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について

４ 具体的な取組事項

③連携策の検討 ③連携策の実施
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（２）好事例の収集
好事例の収集を行い、県内企業の両立支援の取組の推進を図るため、次の取組を行う。

①構成員が支援に携わった企業・団体の中で好事例があれば、当事者の了承を得た上で構成員に共
有する。

②原則、報告した構成員が取材の内諾を得て、取材日程等の調整を行う。
③構成員に対し参加希望者を募り、訪問取材を行う。
④事務局のとりまとめで好事例集（※１）を作成する。
⑤「治療と仕事の両立支援ナビ」ポータルサイトへの掲載依頼を行うとともに、上記（１）の各種

支援施策の一つとして発信する。
※１ 両立支援ナビに掲載する事例と同等の内容を想定

４ 具体的な取組事項

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

（２）好事例の収集
※工程表は一例

【体制】
・好事例として推薦
した構成員を中心に
必要に応じ作業部会
を設置

①随時共有

②取材の内諾

③参加者調整

④好事例の作成

⑤掲載依頼
⑥発信

②取材の内諾

③参加者調整

④好事例の作成

⑤掲載依頼
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２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について
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（３）セミナー・イベントの開催
県内企業に対し、両立支援の取組を浸透させるため、次の取組を行う。
①各構成員が開催する両立支援を主題としない既存セミナー・イベント（※２）を活用しリーフ
レットを配布する等により周知する。

②各構成員が開催する既存セミナー・イベント（※３）について、推進チームの取組を強力に発信
するため、推進チーム主催としてのセミナー・イベントの開催を検討する。

③上記の各種セミナー・イベントを通じ、労働者（患者）向けの各種支援施策に加え、事業者向け
の両立ガイドライン、病気休暇制度の普及、上記（２）で作成する好事例の周知を図る。

※２ 両立支援を主題としない既存セミナー・イベントの例
・健康経営セミナー（健康経営埼玉推進協議会主催） ・産業保健セミナー（埼玉産業保健総合支援センター主催）
・埼玉県ＳＡＦＥ協議会（埼玉労働局主催） ・産業安全衛生大会（埼玉労働災害防止関係団体等連絡協議会）
・安全衛生大会（各事業者団体主催） ・埼玉県労働セミナー（埼玉県多様な働き方推進課主催）

※３ 両立支援を主題とする既存セミナー・イベントの例
治療と仕事の両立支援セミナー（埼玉産業保健総合支援センター主催）

４ 具体的な取組事項

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

（３）セミナー・イ
ベントの開催
※工程表の③は一例（記載
は10月開催の例）
【体制】
セミナー・イベントを開催
する構成員を中心とする作
業部会を設置

①リストアップ
①実績とりまとめ

②検討・調整

②作業部会検討

③開催

②

③

②

③

②

③

① ① ①
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２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について
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（４）健康経営施策との連携
事業者が行う両立支援の取組は、労働者の健康管理全般の取組の一つとして取り組まれるもので

あることから、労働者の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する「健康経営」との連携
を推進するため、次の取組を行う。
①埼玉県内の各種健康経営認定制度と両立支援の連携など、埼玉県内の各種健康経営施策との連携
を検討する。

②健康経営施策と連携することにより、健康経営の推進と合わせて両立支援の推進を図る。

４ 具体的な取組事項

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

（４）健康経営施策
との連携
【体制】
主に埼玉労働局、埼
玉県及び埼玉産業保
健総合支援センター

①連携施策の洗い出し

①連携方法の検討・調整
②両立支援の推進

①更なる連携の検討

②両立支援の推進

①更なる連携の検討

②両立支援の推進

①更なる連携の検討

②両立支援の推進

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について
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（５）実施体制
上記（１）ないし（４）の取組を推進するため、次のとおり実施体制を構築する。

①上記（１）については、各種支援施策を行う構成員。
②上記（２）については、好事例として推薦した構成員を中心に、必要に応じ作業部会を設置。
（設置を行う際には、構成員あて作業部会設置の連絡を行うこととする）

③上記（３）については、セミナー・イベントを開催する構成員を中心とする作業部会を設置。
④上記（４）については、主に埼玉産業保健総合支援センター、埼玉労働局及び埼玉県が実施。

４ 具体的な取組事項

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について
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R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

（１）各種支援施策
の周知媒体の作成・
連携体制の構築

（２）好事例の収集

（３）セミナー・イ
ベントの開催

（４）健康経営施策
との連携

別紙 工程表

15

①随時更新

②特設ページ作成等 ②随時更新

①随時共有
②取材の内諾

③参加者調整
④好事例の作成

⑤掲載依頼
⑥発信

②
③

④

⑤

①リストアップ
①実績とりまとめ

②検討・調整
②作業部会検討

③開催

②

③

②

③

②

③

① ① ①

①連携施策の洗い出し

①連携方法の検討・調整
②両立支援の推進

①更なる連携

②

①

②

①

②

①

２ 埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画
（案）について

③連携策の検討 ③連携策の実施
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資料２ 

 

埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画（案） 

１ これまでの取組、現状及び課題 

埼玉県地域両立支援推進チーム（以下「推進チーム」という。）は、平成29年９月19

日に発足して以来、周知啓発用リーフレット及びポスターの作成・配布、セミナーの開

催等の取組を行ってきたところである。 

しかしながら、最近の各種調査結果から、治療と仕事の両立支援（以下「両立支援」

という。）の状況を見ると、 病気休暇制度のある企業（常用雇用者30人以上民営企業）

の割合がわずかな増加にとどまっている。また、がんの治療や検査のために通院する必

要がある場合、働き続けられる環境だと思う人の割合が37.1％（令和元年）と依然とし

て半数にも満たない状況である（内閣府「がん対策・たばこ対策に関する世論調査」）。 

このように、両立支援の取組状況は未だ十分でなく、推進チームとして、なお一層積

極的に両立支援の周知啓発に取り組む必要があることから、推進チームの取組について

計画を定め、構成員の連携の下、具体的な取組を推進することとする。 

２ 計画期間 

推進チームの取組計画は、令和４年度から令和８年度までの５か年とする。 

３ 目標 

（１）県内に広く両立支援の機運の醸成を図る。 

（２）両立支援を必要とする労働者の働きやすい環境整備を推進するため、「事業場に

おける治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（以下「両立ガイドライン」

という。）の取組について、県内企業への浸透を図る。 

（３）医療機関において両立支援に係る相談があった場合に各相談支援機関との連携が

円滑にできるよう、連携スキームを確立し、運用を図る。 

４ 具体的な取組事項 

下記（１）ないし（４）の取組を（５）の実施体制を構築し、別紙工程表に沿って取

り組む。 

（１）各種支援施策の周知媒体の作成・連携体制の構築 

各種支援を受ける労働者（患者）及び事業者の利便性向上を図るため、次の取組を

行う。 

① 推進チームの各構成員が実施する各種支援施策をとりまとめた「治療と仕事の両

立支援のための相談窓口」のリーフレット・ポスターを随時更新する。 

② 推進チームの取組の発信力を強化するため、情報の一元化を図り、埼玉産業保健

総合支援センターのホームページ内に両立支援推進チームの特設ページを作成す

る。構成員は同特設ページのリンクを設定する。 

③ 相談を受けた構成員が相談内容を踏まえて、他の支援機関に適切につなぐことが

できるよう相談窓口の担当者連絡先一覧を整備するなど、相談者の利便性向上に

つながる支援機関の連携策を検討し、支援機関の連携を強化する。 

（２）好事例の収集 

好事例の収集を行い、県内企業の両立支援の取組の推進を図るため、次の取組を行

う。 

①構成員が支援に携わった企業・団体の中で好事例があれば、当事者の了承を得た上

で構成員に共有する。 
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②原則、報告した構成員が取材の内諾を得て、取材日程等の調整を行う。 

③構成員に対し参加希望者を募り、訪問取材を行う。 

④事務局のとりまとめで好事例集（※１）を作成する。 

⑤「治療と仕事の両立支援ナビ」ポータルサイトへの掲載依頼を行うとともに、上記

（１）の各種支援施策の一つとして発信する。 

※１ 両立支援ナビに掲載する事例と同等の内容を想定 

（３）セミナー・イベントの開催 

県内企業に対し、両立支援の取組を浸透させるため、次の取組を行う。 

①各構成員が開催する両立支援を主題としない既存セミナー・イベント（※２）を活

用しリーフレットを配布する等により周知する。 

②各構成員が開催する両立支援を主題とする既存セミナー・イベント（※３）につい

て、推進チームの取組を強力に発信するため、推進チーム主催としてのセミナー・

イベントの開催を検討する。 

③上記の各種セミナー・イベントを通じ、労働者（患者）向けの各種支援施策に加え、

事業者向けの両立ガイドライン、病気休暇制度の普及、上記（２）で作成する好事

例の周知を図る。 

※２ 両立支援を主題としない既存セミナー・イベントの例 
・健康経営セミナー（健康経営埼玉推進協議会主催） 

・産業保健セミナー（埼玉産業保健総合支援センター主催） 

・埼玉県ＳＡＦＥ協議会（埼玉労働局主催） 

・産業安全衛生大会（埼玉労働災害防止関係団体等連絡協議会） 

・安全衛生大会（各事業者団体主催） 

・埼玉県労働セミナー（埼玉県多様な働き方推進課主催） 

 ※３ 両立支援を主題とする既存セミナー・イベントの例 
・治療と仕事の両立支援セミナー（埼玉産業保健総合支援センター主催） 

（４）健康経営施策との連携 

事業者が行う両立支援の取組は、労働者の健康管理全般の取組の一つとして取り組ま

れるものであることから、労働者の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する

「健康経営」との連携を推進するため、次の取組を行う。  

①埼玉県内の各種健康経営認定制度と両立支援の連携など、埼玉県内の各種健康経営

施策との連携を検討する。 

②健康経営施策と連携することにより、健康経営の推進と合わせて両立支援の推進を

図る。 

（５）実施体制 

上記（１）ないし（４）の取組を推進するため、次のとおり実施体制を構築する。 

①上記（１）については、各種支援施策を行う構成員。 

②上記（２）については、好事例として推薦した構成員を中心に、必要に応じ作業部

会を設置。（設置を行う際には、構成員あて作業部会設置の連絡を行うこととする） 

③上記（３）については、セミナー・イベントを開催する構成員を中心とする作業部

会を設置。 

④上記（４）については、主に埼玉産業保健総合支援センター、埼玉労働局及び埼玉

県が実施。 
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1

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

（１）各種支援施策
の周知媒体の作成・
連携体制の構築

（２）好事例の収集

（３）セミナー・イ
ベントの開催

（４）健康経営施策
との連携

①随時更新

②特設ページ作成等 ②随時更新

①随時共有
②取材の内諾

③参加者調整
④好事例の作成

⑤掲載依頼
⑥発信

②
③

④

⑤

①リストアップ
①実績とりまとめ

②検討・調整
②作業部会検討

③開催

②

③

②

③

②

③

① ① ①

①連携施策の洗い出し

①連携方法の検討・調整
②両立支援の推進

①更なる連携

②

①

②

①

②

①

③連携策の検討 ③連携策の実施

別紙
埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画

４ 具体的な取組事項の工程表
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資料３ 

埼玉県地域両立支援推進チームの取組に関する計画（案） 

に関する主な論点（推進チーム限り） 

 

①  ３の目標に関して、各構成員が取得する統計情報、アンケート

結果等において、埼玉県内の企業の病気休暇制度の導入状況など、

推進チームの活動の成果の指標となりうる情報はあるか。ある場

合、同指標を目標の数値とすることは可能か。 

 

②  ４（１）③連携体制の構築について、各種支援施策を利用する

労働者（患者）及び事業者の利便性向上を図るためにどのような

対応、連携が可能か。 

 

③  ４（２）好事例の収集において、各構成員が好事例を把握する

手段としてどのような方法があるか。 

 

④  ４（３）セミナー・イベントの開催について、両立支援を主題

とする既存のセミナー・イベントで推進チーム主催とできるもの

があるか。 

 

⑤  健康経営施策との連携に関して、健康経営埼玉推進協議会との

連携を想定しているが、調整を進めて問題ないか。 

 

⑥  その他、各構成員のこれまでの取組を踏まえ、具体的な取組事

項として、追加すべきものはあるか。 
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（１）これまでの取組について（チーム会議1/2）

1

9月：会議、推進活動の骨子、規約・要綱決定
10月：研修、相談員研修

平成２９年度（２０１７）

４月：ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ説明、病院の相談支援ｾﾝﾀｰ（自治医大、さいたま市立病院）
８月：会議、ｾﾐﾅｰ開催・ ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾎﾟｽﾀｰ作成を決定
２月：会議、ｾﾐﾅｰｿｳｶﾂ・ ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾎﾟｽﾀｰ案の決定、配布数及び配布先決定

平成３０年度（２０１８）

９月：会議、Ｈ30以降取組状況・地域の理解促進
１月：会議、ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾎﾟｽﾀｰ案の提示・決定、配布数及び配布先決定

ｾﾐﾅｰの開催を3月に決定 ※ｺﾛﾅ感染防止により中止

令和１年度（２０１９）

7月：会議に変えて、電子ﾒｰﾙ情報提供へ、地域ｾﾐﾅｰは本省ｾﾐ・ｼﾝﾎﾟ等へ

2月：電子ﾒｰﾙ会議、埼玉ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾎﾟｽﾀｰ更新の構成員意見集約を開始

令和２年度（２０２０）

参考資料 １
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（１）これまでの取組について（チーム会議2/2）

2

６月、埼玉ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾎﾟｽﾀｰ最終案を構成員に提示、ｵﾝﾗｲﾝ会議開催を提案
９月、Zoom会議開催：埼玉ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾎﾟｽﾀｰ決定、今後ｵﾝﾗｲﾝ会議活用決定
９月、参集者情報共有 CSRｵﾝﾗｲﾝのｲﾍﾞﾝﾄ
３月、参集者情報共有 令和4から8年度のﾁｰﾑ取組み五か年計画（案）作成

令和３年度（２０２１）

７月、構成員名簿作成（新構成員確定）
７月、事務局等による本省ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ優良事業場訪問（大鵬薬品工業㈱）
８月、事務局等による本省ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ優良事業場訪問（サッポロビール㈱）

参加者 4人（事務局、埼玉さんぽ、社労士会）
両社とも埼玉さんぽのセミナーへの登壇と資料提供の協力を得た
登壇の予定 11/29   :大鵬薬品工業㈱及び狭山ケーブルテレビ

2/上旬：サッポロビール㈱
７月 埼玉の優良事業場を本省に報告、UDトラックス

本省ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄへの掲載承諾、掲載手続き中
11月 Zoom併用会議 これまでの活動の総括、令和４～８年度活動計画

その他（治療と仕事の両立支援の周知・普及等）

令和４年度（２０２２）
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（１）これまでの取組について（セミナー 1/6）

3

３月に 第1回の埼玉セミナーを開催、約150人参加
説明：ガイドライン（埼玉労働局労働基準部健康安全課労働衛生専門官）

（さいたま総合労働相談コーナー総合労働相談員）
長期療養者就職支援事業（大宮ハローワーク 就職支援ﾅﾋﾞｹﾞｰﾀｰ）

講演：就労継続のために大切なこと（埼玉さんぽ 両立支援促進員）
治療と就労の両立支援 職場での取り組み（ｺｰﾌﾟみらい 看護担当）

平成２９年度（２０１７）

平成３０年度（２０１８）

９月に 第２回の埼玉セミナーを開催、約７０人参加
主催者挨拶 （埼玉労働局長）
説明：ｾﾐﾅｰの趣旨（埼玉労働局労働基準部健康安全課長）

就労継続のために大切なこと
両立支援のためのガイドライン(埼玉さんぽ：産保両立促進員)
埼玉さんぽによる個別支援

医療機関の相談事例など（がんセンター：MSW 城谷）
講演：職場での取組み 県内事業場 パイン㈱（社長・がんサバイバー）27



（１）これまでの取組について（セミナー 2/6）

4

３月に 第３回の埼玉セミナーを開催予定、直前に中止（コロナ感染防止）
主催者挨拶 (埼玉労働局長）
講演：働きやすい職場づくり (埼玉さんぽ：両立促進員)

ガイドラインを活用した両立支援の進め方とポイント
企業における両立支援の実例 (産業医・労働衛生コンサルタント)
復職における対話と経緯、罹患後の仕事観の変化について

（がんアライブからサバイバー）

令和１年度（２０１９）

令和２年度（２０２０）

埼玉セミナーから本省のセミナーに
9月：本省セミナーの情報共有及び参加のお願い
2月：本省セミナー 北関東エリア

パネルディスカッションに
平成29年の埼玉セミナー紹介事例からコープみらい深井氏登壇
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（１）これまでの取組について（セミナー 3/6）

5

８月 両立支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ基礎研修 情報共有、受講のお願い
事務局担当官 受講

11月 本省シンポジウム 情報共有、参加のお願い
1月 本省 地域ｾﾐﾅｰ北関東エリア 情報共有 参加のお願い

パネルディスカッション
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして、チーム構成員の近藤氏（社労士会）

好事例登壇：埼玉の新規好事例から
狭山ケーブルテレビ（株）村田部長

令和３年度（２０２１）

令和４年度（２０２２）

10月 都道府県労働局から報告好事例のポータルサイトへの掲載の内諾確認
11月 本省シンポジウム、地域セミナーの情報共有
11月25日（本日） 第1回埼玉県地域両立支援推進チーム会議開催
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（１）これまでの取組について（セミナー 4/6）

6
30



（１）これまでの取組について（セミナー 5/6）

7
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（１）これまでの取組について（セミナー 6/6）

8
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター1/11）

9

リーフレット：企業向け 17,090部、患者向け 15,990部
ポスター ：企業・病院 845部

平成２９年度（２０１７）H30.1埼玉配布

リーフレット：企業向け 17,090部、患者向け 15,990部
ポスター ：企業・病院1,000部、携行カード20,000部
※事務局の罹りつけクリニックにも掲示、初期に1回のみ携行カード補充

平成３０年度（２０１８）R1.4埼玉版配布（ゲラ・印刷遅れ）

リーフレット： A4判 15,720部、A3判 9,512部（要望により追加）
ポスター ：ポケット付きA4判 870部、携行カード 17,400部

ポケットに携行カードを入れる

令和１年度（２０１９）R２.３埼玉版配布
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター2/11）

10

10月 本省リーフレット配布 シンポジウム（中小企業、大企業）

11月 本省リーフレット配布

地域ｾﾐﾅｰ：3,000部、企業向け：5,200部、医療向け：4,300部

11月 本省ポスター配布 島耕作：25部、

令和２年度（２０２０）未更新、配布できず

カラー変更 QRコード増加

リーフレット兼ポスター：A4判 17,000部

ポスター：A3判 1,000部、ポスター大判 埼玉産保へ要望で対応

携行カード廃止

11月 本省リーフレット配布 シンポジウム（企業向け、医療機関向け）

12月 本省リーフレット配布 地域ｾﾐ：5,500部、配布:埼玉版ﾘｰﾌ配布先に変更

12月 本省ポスター配布 島耕作：25部

令和３年度（２０２１）R3.10埼玉版配布

令和４年度（２０２１）第1回会議後に更新も含めて決めていきます。
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター3/11）

11

平成２９年度（２０１７）労働者向け
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター4/11）

12

平成２９年度（２０１７）事業者向け その１ A4 4ページ
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター5/11）

13

平成２９年度（２０１７）事業者向け その２ A4 4ページ
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター6/11）

14

平成30年度（２０１８）労働者向け
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター7/11）

15

平成30年度（２０１８）事業者向け
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター8/11）

16

令和１年度（２０１９）
ポケットなし
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター9/11）

17

令和１年度（２０１９）
ポケット付き
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター10/11）

18

令和３年度（２０２１）リーフレット
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（１）これまでの取組について（リーフレット・ポスター11/11）

19

令和３年度（２０２１）

ポスター
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（１）これまでの取組について
（埼玉県の優良事業場 1/5）

20

埼玉のセミナー等にて紹介した優良事業場等
（厚生労働省 両立支援ナビに掲載）

令和2年度 治療と仕事の両立支援 地域ｾﾐﾅｰ パネルディスカッション

令和３年度 治療と仕事の両立支援 地域ｾﾐﾅｰ 事例発表・パネルディスカッション
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生活協同組合
コープみらい

事例発表

厚労省ポータルサイト
【治療と仕事の両立支援ナビ】掲載

コープデリ生活協同組合連合会

埼玉県さいたま市
小売業

従業員数1,316名(2019年度)

平均年齢50.4歳／男女比 男性3:女性7

産業保健スタッフ5名

● 生協は「職員がいきいきと働き続けられる組織」を目指していますので、たとえ病気やケガ
になったり、育児や介護が必要になっても「どうしたら働き続けることができるか＝How 

can」を考えて支援していきます。

● 療養期→リハビリ期→復職準備期→職場復帰の決定→職場復帰となります。
まずは、本人が復職を希望し、主治医からの許可があることが前提です。
どのステップにおいても主治医からの情報提供依頼書を元に復職支援を行っていきます。

この書類には、就労の可否、配慮事項などが書かれており、復職に向けた支援プランを作成
するうえでも重要な資料となります。

1か月に1度、産業医、人事部、健康管理スタッフ(総務部)による復職判定会議が行われてお
り、その中で情報提供依頼書を元にして、一人ひとりに合わせた復職のプランを検討してい
きます。
また、復職準備期には本人と健康管理スタッフが面談を行います。総務部の健康管理ス

タッフは、看護師、産業カウンセラーなどの有資格者5名で構成されており、ケースによって
は産業医のサポートを受けるなどし、復職可能と判断されると、健康管理スタッフから人事
部にバトンが託され、実際の復職支援を開始します。

●「人に優しく、誇りがもてる組織」として職員1人ひとりと向き合い、健康に活き活きと働き
続けられるように、そして両立支援を通じて自分が受けた支援を、同僚や組合員へと循環す
る“たすけあい”の精神につなげていけるよう頑張っていきたいと思います。
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狭山ケーブル
局内 好事例

厚労省ポータルサイト
【治療と仕事の両立支援ナビ】掲載

狭山ケーブルテレビ株式会社
埼玉県狭山市

有線放送業/第一種電気通信事業

41名（2021年12月現在）

40.8歳／男女比 男性6:女性4

産保スタ：1名（衛生推進者）

● 放送サービス・インターネットサービス中心に、地域の安定的なインフラを提案・提供
している有線放送事業者です。「がんアライ宣言」を宣誓し「がんの治療をしながら働
きやすい職場の実現」に取り組んでいます。

● 人事総務部部長である推進者自身が8年前に乳がんに罹患し、治療と就労の両立を図っ
てきた実績があったことがきっかけです。

● 社内でがんと共に生きることを宣言する「がんアライ宣言」を宣誓しています。
【がんアライ宣言】
①私たちは、がんに罹患しても働き続けられる社会であることを望んでいます。
②私たちは、一人一人が共生社会の一員として、輝ける生き方を応援します。

● 人事総務部長自身が抗がん剤治療をしながら、在宅勤務と出勤の併用でフルタイムで就
労しています。
メンタルヘルス疾患を指摘された社員については有給休暇と傷病休暇を取得中です。今

後主治医からの意見を聴きながら復職に向けた支援を継続する予定となっています。（現
在は治療に専念）

● メディアとしての使命という観点からも社内のみならず、社外に向けて治療と就労の両立
の重要性と現実的な支援を共に考える場を提供していけるようにしたいと考えております。46



（１）これまでの取組について
（埼玉県に支社のある優良事業場【試行的訪問】 4/5）

23

令和4年度に事務局と試行的に訪問した
優良事業場 2社

令和2年度 治療と仕事の両立支援シンポジウム 基調講演
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（１）これまでの取組について
（埼玉県に支社のある優良事業場【試行的訪問】 5/5）

24

埼玉さんぽの治療と仕事の両立セミナー
狭山ケーブルテレビと大鵬薬品工業（株）が登壇
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参考資料 ２ 

制定 平成 29 年９月 19 日 

改正 令和４年 11 月 25 日 

 

 

埼玉県地域両立支援推進チーム規約（案） 

 

 

１ 目的 

 地域の実情に応じた治療と仕事の両立支援のため、地域の関係機関及び関係者による

ネットワークを構築し、連携した取組を行うことによって両立支援の促進を図ることを

目的とする。 

 

２ 名称 

  名称は「埼玉県地域両立支援推進チーム」とする。 

 

３ 構成 

  構成員は、別添「埼玉県地域両立支援推進チーム構成員名簿」に記載のものとする。 

  なお、構成員は、埼玉県地域両立支援推進チームおよび関係機関の意見等を踏まえ、

変更することができる。 

 

４ 会議の開催 

  令和８年までの間、原則として毎年１回開催する。 

 

５ 実施内容 

  治療と仕事の両立支援を効果的に実施するため、下記の取組を行う。 

（１）両立支援に係る参集者の属する各機関における取組の実施状況の共有 

（２）各機関の取組に係る連携（相互の周知協力等） 

（３）相談窓口の支援連携に係る各機関の役割分担及び連絡先の共有および周知 

（４）地域における両立支援コーディネーターの周知・活動の支援 

（５）埼玉地域における企業向け及び患者（労働者）向けパンフレットの作成 

（６）両立支援ガイドライン・病気休暇制度や地域版パンフレットを活用した両立支援

の周知・啓発 

（７）埼玉県産業保健総合支援センターのホームページを活用した両立支援の周知 

（８）その他、必要に応じ埼玉県内独自の周知・啓発のための事業の実施、イベントの

企画・開催 

 

６ 事務局は、埼玉労働局労働基準部健康安全課に置き、運営に係る連絡調整等必要な事務

を行う。 

 

７ その他 

本規約は、令和４年 11 月 25 日から施行する。 
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別添 

 

埼玉県地域両立支援推進チーム構成員 

 

令和４年 11 月 25 日時点 

 

（労使機関） 

平尾
ひ ら お

 幹雄
み き お

   日本労働組合総連合会埼玉県連合会 事務局長 

廣澤
ひろさわ

 健一
けんいち

   一般社団法人埼玉県経営者協会 専務理事・事務局長 

 

（医療機関） 

城谷
しろたに

 法子
の り こ

   公益社団法人埼玉県医療社会事業協会 

    地方独立行政法人埼玉県立病院機構埼玉県立がんセンター 

患者サポートセンター 医療ソーシャルワーカー主任 

寺師
て ら し

 良樹
よ し き

   一般社団法人埼玉県医師会 　常任理事　(　学術、産業保健担当） 

別府
べ っ ぷ

 武
たけし

   地方独立行政法人埼玉県立病院機構埼玉県立がんセンター 

副病院長・患者サポートセンター長 

 

（外部支援機関） 

新井
あ ら い

 寧
やすし

   一般社団法人日本産業カウンセラー協会北関東支部 支部長 

浅川
あさかわ

 典子
の り こ

    埼玉県若年性認知症サポートセンター 

若年性認知症支援コーディネーター 

近藤
こんどう

 明美
あ け み

   埼玉県社会保険労務士会 特定社会保険労務士 

嶋田
し ま だ

 敏
とし

晴
はる

    埼玉産業保健総合支援センター 副所長 

 滝田
た き た

 信行
のぶゆき

   埼玉産業保健総合支援センター 両立支援担当専門職 

田所
たどころ

 ゆかり   特定非営利活動法人日本キャリア開発協会 キャリアコンサルタント 

 

（行政機関） 

根岸
ね ぎ し

 佐智子
さ ち こ

   埼玉県保健医療部疾病対策課 課長  

 増田
ま す だ

 博
ひろ

成
なり

   埼玉県保健医療部疾病対策課 主幹（がん対策担当） 

池田
い け だ

 有沙
あ り さ

   埼玉県保健医療部疾病対策課 主事（がん対策担当） 

佐々木
さ さ き

 亨
とおる

   埼玉県産業労働部多様な働き方推進課 課長 

石川
いしかわ

 大介
だいすけ

   埼玉県産業労働部多様な働き方推進課 主幹（働き方改革・テレワーク推進担当） 

川
かわ

﨑
さき

 諒
りょう

    埼玉県産業労働部多様な働き方推進課 主任（働き方改革・テレワーク推進担当） 

宮下
みやした

 哲
てつ

治
じ

   埼玉県福祉部地域包括ケア課 課長 

𠮷
よし

川
かわ

 証
あかし

   埼玉県福祉部地域包括ケア課 主幹（認知症虐待防止担当） 

松山
まつやま

 和広
かずひろ

   埼玉県福祉部地域包括ケア課 主任（認知症虐待防止担当） 

北代
きただい

 昌巳
ま さ み

   埼玉労働局労働基準部 部長 
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健康経営埼玉推進協議会

・関東経済産業局 ・関東信越厚生局
・埼玉県信用保証協会 ・埼玉県医師会
・埼玉産業保健総合支援センター
・埼玉県商工会議所連合会
・埼玉県商工会連合会
・埼玉県中小企業団体中央会

アクサ生命保険株式会社、大塚製薬株式会社、埼玉県社会保険労務士会、埼玉縣信用金庫、一般社団法人埼玉県中小企業診断協会、

株式会社埼玉りそな銀行、住友生命保険相互会社、損害保険ジャパン株式会社、SOMPOひまわり生命保険株式会社、

第一生命保険株式会社、東京海上日動火災保険株式会社、株式会社日本政策金融公庫、日本生命保険相互会社、

三井住友海上火災保険株式会社、株式会社武蔵野銀行、明治安田生命保険相互会社

1

 埼玉県では、県、さいたま市、協会けんぽ埼玉支部、健保連埼玉連合会を構成員と
する「健康経営埼玉推進協議会」を設立し、健康経営の普及を推進

 健康経営の広範囲への普及、健康経営に対するきめ細かいフォローアップを行うた
め協力事業者も募り「オール埼玉」で健康経営をサポート

 令和４年７月より埼玉労働局も構成員に参画

健康経営埼玉推進協議会

健康経営をサポートする協力事業者（16団体）

健康経営の普及・健康経営実践企業へのフォローアップ

埼玉労働局 埼玉県 さいたま市

全国健康保険
協会埼玉支部

健康保険組合
連合会埼玉連合会

オブザーバー

参考資料 ３
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